
○草津市立市民総合交流センター条例 

令和２年６月２９日 

条例第２１号 

改正 令和２年１２月２１日条例第３９号 

（設置） 

第１条 市民（団体、企業等を含む。以下同じ。）と行政が、互いに交流し、協働する

ことにより、社会的、公益的なまちづくり活動を推進するとともに、第３条第１項各

号に掲げる機能が相互に連携することにより、多様な市民活動の展開を支援し、それ

らの活動の連携および市民交流を促進するために、草津市立市民総合交流センター

（以下「交流センター」という。）を設置する。 

（名称および位置） 

第２条 交流センターの名称および位置は、次のとおりとする。 

名称 草津市立市民総合交流センター 

位置 草津市大路二丁目１番３５号 

（施設の機能） 

第３条 交流センターは、次に掲げる機能を有する施設の複合施設とする。 

(1) 交流の場を提供する機能 

(2) 人権・同和問題に関する教育、啓発および相談を行う機能 

(3) 少年相談、少年補導および少年の非行防止を行う機能 

(4) 男女共同参画を推進する機能 

(5) 子育て支援を行う拠点機能 

(6) 自転車自動車を駐車する機能 

２ 前項第２号から第６号までの機能を有する各施設の設置および管理に関しては、そ

れぞれ別に条例で定めるところによる。 

３ 交流センターは、構成施設相互の連携を図ることにより、複合施設として有機的に

運営されなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第４条 市長は、交流センター（前条第１項第２号から第６号までに掲げる機能を有す

る施設を除く。以下同じ。）の管理に関する次に掲げる業務を、地方自治法（昭和２



２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、指定管理者（同項に規定

する指定管理者をいう。以下同じ。）に行わせることができる。 

(1) 交流センターの施設、設備または備品の利用に関する業務 

(2) 交流センターの施設、設備および備品の維持管理に関する業務 

(3) 交流センターの利用促進に関する業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

２ 第６条から第８条までの規定は、前項の指定管理者による管理について準用する。

この場合において、「市長」とあるのは、「指定管理者」と読み替えるものとする。 

（開館時間等） 

第５条 交流センターの開館時間および休館日は、規則で定める。 

（使用の許可） 

第６条 第３条第１項第１号の施設（以下「施設」という。）を使用しようとする者は、

あらかじめ市長の許可（以下「使用の許可」という。）を受けなければならない。 

２ 市長は、施設の管理上必要があるときは、使用の許可に条件を付することができる。 

（使用の許可の制限） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可をしないものとす

る。 

(1) 公の秩序または善良な風俗を乱すおそれがあると認めるとき。 

(2) 施設または付属設備を汚損し、または破損するおそれがあるとき。 

(3) 営利を目的とする事業その他これに類するものと認めるとき。ただし、あらか

じめ市長の許可を得た場合は、この限りでない。 

(4) 集団的にまたは常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になる

と認めるとき。 

(5) 交流センターの管理運営上支障があると認めるとき。 

(6) その他市長が適当でないと認めるとき。 

（使用の許可の取消し等） 

第８条 市長は、使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）が次の各号のいず

れかに該当するときは、使用の許可を取り消し、または使用を停止し、もしくは制限

することができる。 



(1) この条例またはこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 許可の条件に違反したとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。 

(4) その他市長が使用を不適当であると認めるとき。 

２ 市長は、災害その他公益上必要が生じた場合は、使用の許可を取り消し、または使

用を停止し、もしくは制限することができる。 

３ 市は、前２項の規定により使用の許可の取消し等をした場合において、当該取消し

等に伴う損害賠償の責を負わないものとする。 

（使用料） 

第９条 使用者は、別表に定める額の使用料を前納しなければならない。ただし、市長

が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

２ 付属設備および備品の使用料は、規則で定める。 

３ 市長は、特別の理由があると認めるときは、使用料を減額し、または免除すること

ができる。 

４ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、

その全部または一部を還付することができる。 

（損害賠償） 

第１０条 使用者は、その使用に際し、施設、設備または備品等を故意または重大な過

失により、汚損し、損傷し、または滅失したときは、市長の指示するところに従い、

これを原状に回復し、またはその損害を賠償しなければならない。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定める日

から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 指定管理者の指定の手続きその他指定管理者に管理業務を行わせるための準備行

為は、この条例の施行の日前に行うことができる。 



（草津市立まちづくりセンター条例等の廃止） 

３ 次に掲げる条例は、これを廃止する。 

(1) 草津市立まちづくりセンター条例（平成１４年草津市条例第２０号） 

(2) 草津市立サンサンホール条例（平成４年草津市条例第１１号） 

（草津市立人権センター条例の一部改正） 

４ 草津市立人権センター条例（平成１４年草津市条例第１８号）の一部を次のように

改正する。 

第２条中「草津市大路二丁目１１番５１号」を「草津市大路二丁目１番３５号」に

改める。 

（草津市立少年センター条例の一部改正） 

５ 草津市立少年センター条例（平成１４年草津市条例第４４号）の一部を次のように

改正する。 

第２条中「草津市大路二丁目１１番５１号」を「草津市大路二丁目１番３５号」に

改める。 

付 則（令和２年１２月２１日条例第３９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表（第９条第１項関係） 

区分 午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

９時から１

２時３０分

まで 

１３時から

１７時まで 

１７時３０

分から２１

時まで 

９時から１

７時まで 

１３時から

２１時まで 

９時から２

１時まで 

 円 円 円 円 円 円 

１０１会議

室 

６００ ７００ ８００ １，３００ １，５００ ２，１００ 

１０２会議

室 

１，８００ ２，０００ ２，３００ ３，８００ ４，３００ ６，１００ 

２０１会議

室 

４００ ５００ ６００ ９００ １，１００ １，５００ 

２０２会議 ７００ ８００ ９００ １，５００ １，７００ ２，４００ 



室 

２０３会議

室 

７００ ９００ １，０００ １，６００ １，９００ ２，６００ 

２０４会議

室 

７００ ９００ １，０００ １，６００ １，９００ ２，６００ 

２０５会議

室 

１，２００ １，４００ １，６００ ２，６００ ３，０００ ４，２００ 

３０１会議

室 

１，０００ １，１００ １，３００ ２，１００ ２，４００ ３，４００ 

３０２会議

室 

９００ １，１００ １，２００ ２，０００ ２，３００ ３，２００ 

３０３会議

室 

３，２００ ３，６００ ４，１００ ６，８００ ７，７００ １０，９００ 

４０１会議

室 

３，０００ ３，４００ ３，９００ ６，４００ ７，３００ １０，３００ 

４０２会議

室 

３，０００ ３，４００ ３，９００ ６，４００ ７，３００ １０，３００ 

４０３会議

室 

１，０００ １，１００ １，３００ ２，１００ ２，４００ ３，４００ 

和室 １，７００ ２，０００ ２，２００ ３，７００ ４，２００ ５，９００ 

５０１会議

室 

３，０００ ３，４００ ３，９００ ６，４００ ７，３００ １０，３００ 

５０２会議

室 

２，７００ ３，１００ ３，５００ ５，８００ ６，６００ ９，３００ 

５０３会議

室 

３，２００ ３，６００ ４，１００ ６，８００ ７，７００ １０，９００ 

５０４会議

室 

７００ ８００ ９００ １，５００ １，７００ ２，４００ 

調理室 １，８００ ２，１００ ２，４００ ３，９００ ４，５００ ６，３００ 



大会議室 １１，２０

０ 

１２，８０

０ 

１４，６０

０ 

２４，００

０ 

２７，４０

０ 

３８，６００ 

備考 

１ 営利を目的として使用する場合は、この表に掲げる使用料の１０割に相当する

額を加算する。 

２ 使用者が使用に際し、入場料またはこれに類するものを徴収する場合は、この

表に掲げる使用料の５割に相当する額（入場料またはこれに類するものが１，０

００円以下の場合にあっては３割に相当する額）を加算する。 

３ 使用者の住所（法人または権利能力のない社団もしくは財団が市内に事務所ま

たは事業所を有する場合は、それらの所在地をいう。）が本市以外であるときは、

この表に掲げる使用料の５割に相当する額を加算する。 

４ 使用者が施設の使用に当たり、特別な装置を設置する場合は、この表に掲げる

使用料の３割に相当する額を加算する。 

５ 使用者がこの表に掲げる使用時間の区分を超えて施設を使用する場合の使用

料は、１時間につきその直前の使用時間の区分に係る使用料の３割に相当する額

とする。この場合において、１時間未満の端数は、これを切り上げる。 

６ この表に定めるところにより算定した使用料の額に１０円未満の端数が生じ

たときは、その端数は、これを切り捨てる。 

 


